○○○訪問看護ステーション「介護サービス」と「予防サービス」は１つの重説にまとめて構いません。

訪問看護・介護予防訪問看護
重要事項説明書

訪問看護・介護予防訪問看護（以下「サービス」といいます。）の提供にあたり、当事業所が説明すべき重要事項は以下のとおりです。名称の置き換えは文頭で行い、以降はその表現で統一すること。



１．事業の目的
株式会社○○○（以下「事業者」といいます。）が開設する○○○訪問看護ステーション（以下「事業所」といいます。）が行う訪問看護事業、介護予防訪問看護事業（以下「事業」といいます。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、要介護者又は要支援者（以下「要介護者等」といいます。）に対し、事業所の保健師、看護師又は准看護師等（以下「看護職員等」といいます。）が、利用者の居宅において療養上の世話又は必要な診療の補助の適切な訪問看護、介護予防訪問看護（以下「サービス」といいます。）を提供することを目的とします。「運営規程」の内容と整合性をとってください。


２．運営の方針
①　事業の実施に当たっては、要介護者等となった場合においても、心身の特性を踏まえて、利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、その療養生活を支援し、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指します。また、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めます。
②　事業の実施に当たっては、要介護状態となることの予防又はその状態の軽減若しくは悪化の防止に資するよう、療養上の目標を設定し、計画的に行います。
③　事業の実施に当たっては、自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図ります。

３．事業者の名称及び所在地
事業を行う事業者の名称及び所在地は，次のとおりです。
名　称　株式会社○○○○
所在地　松山市○○町○丁目○番地
代表者　代表取締役　○○　○○

４．事業所の名称及び所在地
事業を行う事業所の名称及び所在地は，次のとおりです。
名　称　○○○訪問看護ステーション
所在地　松山市○○町○丁目○番地○



５．従業者の勤務体制
事業所に勤務する従業者の職種、員数及び職務内容は、次のとおりです。
管理者１名（常勤）
管理者は、事業所の従業者の管理及びサービスの利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行います。また、事業所の従業者に法令及びこの規程を遵守させるため必要な指揮命令を行います。各職種の職務内容は必ず記載してください。
人数を実数表記する場合は、職員体制が変わるごとに合わせて修正が必要です。


看護職員等　○名以上
看護職員等（准看護師を除きます）は、訪問看護計画書及び介護予防訪問看護計画書、訪問看護報告書及び介護予防訪問看護報告書を作成し、利用者又はその家族に説明します。看護職員等は、サービスの提供に当たります。

６．営業日及び営業時間
事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりです。「運営規程」の内容と整合性をとってください。

営業日　月曜日から金曜日（ただし、12月29日から１月３日までを除きます。）
営業時間　午前９時から午後５時
※時間外・休日のサービス提供は相談に応じます。また、電話等に　よる連絡は24時間可能です。

７．サービスの内容及び利用料その他の費用の額
①　サービスの内容は、次のとおりです。
・病状・障害の観察
　　・清拭・洗髪等による清潔の保持
　　・療養上の世話
　　・褥創の予防・処置
　　・認知症患者の看護
　　・療養生活や介護方法の指導
　　・カテーテル等の管理
　　・リハビリテーション
・その他医師の指示による医療処置
②　サービスを提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める告示上の額とし、サービスが法定代理受領サービスであるときは、その利用者負担割合に応じた額とし、詳細は別紙「利用料金表」のとおりです。
③　前項の費用の支払いを受ける場合には、あらかじめ利用者又はその家族に対して説明を行い、利用者の同意を得ます。利用料金は別紙ではなく、ここに記載しても構いません。

④　利用料とその他の費用の支払いを受けたときは、個別の費用ごとに区分して記載した領収書を交付します。
⑤　法定代理受領サービスに該当しない事業に係る利用料の支払いを受けた場合は、提供したサービスの内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付します。


８．通常の事業の実施地域
通常の事業の実施地域は、松山市（ただし、島嶼部を除きます。）、東温市、伊予市、「運営規程」の内容と整合性をとってください。

伊予郡松前町、伊予郡砥部町です。

９．事故発生時の対応
①　事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、松山市、当該利用者家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。
②　事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録します。
③　事業者は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。

１０．緊急時等における対応方法
看護職員等は、サービスを実施中に、利用者に病状の急変等が生じた場合は、必要に応じて臨時応急の手当を行うとともに、速やかに主治医に連絡を行い指示を求める等の必要な措置を講じます。

１１．苦情に対する対応方法
①　事業者は、提供したサービスに係る利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するための窓口を設置し、下記に掲げる必要な措置を講じます。具体的に記載し、別紙「利用者からの苦情を処理するために講じる措置の概要」と整合性をとってください。


	苦情担当者
	

	苦情対応時間
	

	苦情対応の流れ
	


②　事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録します。
③　苦情・相談については、下記の行政等窓口でも受付けています。
	松山市指導監査課
	松山市二番町四丁目７番地２
受付：平日８時３０分～１７時１５分
電話：０８９－９４８－６９６８

	愛媛県国民健康保険団体連合会
	松山市高岡町１０１番地１
受付：平日８時３０分～１７時１５分
電話：０８９－９６８－８７００



１２．虐待の防止のための措置
①　事業者は、虐待の発生及び再発を防止するため下記に掲げる措置を講じます。
・虐待の防止に係る対策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用し
て行うことができるものとします。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に十分に周知します。
　　・虐待の防止のための指針を整備します。
・従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施します。
・前述に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置きます。
②　事業所は、サービス提供中に、従業者又は養護者（利用者の家族等利用者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報します。

１３．秘密保持等
①　利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が作成した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し適切な取扱いに努めます。
②　従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。
③　事業者は、従業者であった者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。
④　事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意をあらかじめ文書により得ます。

１４．その他運営に関する重要事項
①　事業者は、従業者等の資質の向上を図るため、研修機関が実施する研修や事業所内の研修への参加の機会を計画的に確保します。
②　事業者は、サービスの提供に関する諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存します。


令和　年　月　日

事業所におけるサービスの提供を開始するにあたり、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。
事業者名：
　　所在地：
　　事業所名：
　　説明者：
　
私は、本書面に基づき事業者からサービスについての重要な事項について説明を受け、その内容に同意しました。
　　利用者氏名：				　　　
　　代理人氏名：　					印　（続柄　　　　）






別紙　利用料金表
○（介護予防）訪問看護費の基本報酬（１割負担の場合）あくまで作成例なので、事業所に合わせて作成してください。
利用者負担額の記載が何割負担の場合の金額なのか分かるように。

	
	所要時間
	利用料
	利用者負担金

	訪問看護
	20分未満
	3,140円
	314円

	
	30分未満
	4,710円
	471円

	
	30分以上１時間未満
	8,230円
	823円

	
	1時間以上1時間30分未満

	11,280円
	1,128円

	
	理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問の場合
（1回につき）
	2,940円
	294円

	介護予防
訪問看護
	20分未満
	3,030円
	303円

	
	30分未満
	4,510円
	451円

	
	30分以上１時間未満
	7,940円
	794円

	
	1時間以上1時間30分未満
	10,900円
	1,090円

	
	理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問の場合
（1回につき）
	2,840円
	284円



○加算・減算（１割負担の場合）加算名と加算額のみではなく、どのような時に算定されるものなのか、利用者が分かるように記載してください。

	
	加算要件
	加算額
	利用者負担額


	[bookmark: _Hlk172652341]初回加算（Ⅰ）
	新規に訪問看護計画書を作成した利用者に対して、病院等から退院・退所した日に事業所の看護師が初回のサービスを行った場合。
	3,500円/月
	350円/月

	初回加算（Ⅱ）
	新規に訪問看護計画書を作成した利用者に対して、初回のサービスを行った場合。
	3,000円/月
	300円/月

	緊急時
（介護予防）訪問看護加算（Ⅱ）
	利用者の同意を得て、利用者又はその家族等に対して２４時間連絡できる体制にあって、計画的に訪問することになっていない緊急時訪問を必要に応じて行う体制がある場合。
	5,740円/月
	574円/月

	複数名訪問
加算（Ⅰ）
	同時に複数の看護師等が１人の利用者に対してサービスを行った場合。
	所要時間30分
未満⇒2,540円

所要時間30分
以上⇒4,020円
	所要時間30分
未満⇒254円

所要時間30分
以上⇒402円

	早朝・夜間・深夜加算
	早朝（午前6時から午前8時）、夜間（午後6時から午後10時）、深夜（午後10時から翌朝6時）にサービスを行った場合
	早朝・夜間は所定単位数の25％、深夜は所定単位数の50％を加算



	介護職員等処遇改善加算
	事業所が介護職員等の賃金改善等に取り組んでいて、所定の要件（月額賃金改善要件等）を満たす場合。
	所定単位数の1.8を加算

	施設基準による減算
	前年度の理学療法士等による訪問回数が看護職員の訪問回数を超えた場合、又は、緊急時（介護予防）訪問看護加算、特別管理加算及び看護体制加算のいずれも算定していない場合。
	△80円/回
	△8円/回

	理学療法士等サービス利用12月超過による減算

※介護予防サービスのみ
	理学療法士等が提供するサービスの利用が12月を超える場合。
	上記「施設基準による減算」適用の場合
⇒△150円/回

上記「施設基準による減算」適用なしの場合
⇒△50円/回
	上記「施設基準による減算」適用の場合
⇒△15円/回

上記「施設基準による減算」適用なしの場合
⇒△5円/回


介護サービスのみ、又は予防サービスのみに適用の加算・減算については、それが分かるように。

※基本利用料及び加算等は、厚生労働大臣が告示で定める額であり、これが改定された場合は、これら基本利用料等も自動的に改定されます。なお、その場合は、事前に新しい利用料について説明し利用者の同意を得ます。
※介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用する場合は、超えた額の全額をご負担いただくこととなりますのでご留意ください。
※自己負担割合が２割の場合は２倍、３割の場合は３倍の金額になります。運営規程の内容と整合性をとってください。


○その他費用
	交通費
	通常の事業の実施地域を越えて行うサービスに要した交通費は、通常の事業の実施地域を越えた地点から公共交通機関を利用した実費を徴収します。
なお、自家用自動車を利用した場合の交通費は、次の額を徴収します。
通常の事業の実施地域を越えた地点から、片道１キロメートルあたり○○円

	キャンセル料
	〇〇円（前日の午後５時までに連絡がない場合。なお、体調不良等のやむを得ない場合は除きます。）

	複写料
	１枚〇〇円

	エンゼルケア代
	○○○円

	サービス提供に当たり必要となる利用者の居宅で使用する電気、ガス、水道に係る費用は利用負担になります。



